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企業理念

Mission

私達ビーロットは、不動産分野・金融分野において社会へ価値を与えるビジネス
の創出を行い「社会から求められる企業」として、全てのステークホルダーに
対し社会規範に準拠した上での利益の追求と長期継続的な成長を行うことで社会
に貢献して参ります。

Vision

「お客様の喜びと社会発展への貢献のために、一生懸命に知恵を絞る」
という決意を宣言するものです。

Beat our brain!
「一生懸命考える」　「知恵を絞る」

Core
Values

見識と専門知識を持って常に的確な判断を迅速に行います。
そのために、私達は専門的な知識習得、マーケット情報の
収集等、自己研鑚を惜しみません。

プロフェッショナル

面白きこともなき世を面白く。
仕事を心の底から楽しみ、創造性と柔軟性をもった事業を
積極的に展開して参ります。そのために、メンバー全員は
社内外問わずパートナーシップとチームワークを重視し行動
致します。

エンジョイ

ロゴは、私たちの創業のシンボルであり、赤（レッド）は「情熱・闘魂」を、黄（イエロー）は「明るさ・笑顔」を、青（ブルー）
は「誠実・フェア精神」を、緑（グリーン）は「全ての調和・創造性」を示しています。全ての四角が丸みを帯びているのは
柔軟性とバランスを、それぞれが繋がりあっている形は、当社が何よりも大事にしているパートナーシップ・チームワーク
といった人と人との繋がりを表現しています。

ロゴに込めた想い
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株主の皆様へ

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　株式会社ビーロットは、設立時より、不動産及び不動産金融分野において社会に価値を与えるビジ
ネスを創出し、社会から求められる企業として利益の追求と長期継続的な成長を目指して参りました。
　平成28年、英国のEU離脱や米国の新政権発足などの影響を受け、金融市場は不透明な状況が続い
ております。
　一方、日本経済では、政府による経済政策により企業業績は改善傾向となり、景気は回復し始めて
おります。
　当社グループが属する不動産業界においても、不動産向けの貸出残高は前期比を上回り続け、約86
兆円を超えるなど、良好な環境にございます。
　当社グループにおきましては、マザーズ上場後２年目となった平成28年度は、更なる成長ステージ
に突入したと認識し、積極的な営業活動を行いました。不動産投資開発の分野ではホテル案件が多様
化し、オフィスビルをコンバージョンする案件から、新規開発案件まで、投資家のニーズに先駈けた
商品開発を進めております。また、当社グループ全体の成長を目指し、初めてのM&Aを成功させ、グ
ループ従業員数は130名を超える体制となりました。
　このような環境の下、当社の第９期連結決算の売上高は11,626百万円、経常利益は874百万円、親
会社株主に帰属する当期純利益は588百万円と前期比約47％増
となり、大幅な増収増益となりました。
　ステークホルダーの皆様に改めまして感謝申し上げます。

　最後に当社は株主様への利益還元を経営の重要課題と認識し
ており、内部留保の充実と業績に応じた利益還元を基本方針と
しております。当連結会計年度におきまして、業績が当初計画
を大きく上回ったことにより、設立後初めての普通株式の配当
を実施させていただくことと致しました。
　平成29年、当社はおかげ様で設立10周年を迎えます。今後も、
全社一丸となって、更なる企業価値向上に邁進し企業として一
段と成長を目指して参ります。
　株主の皆様には、今後も変わらぬご支援を賜りますようお願
い申し上げます。

代表取締役社長

一歩先行くホテル商品化で着実成長
6期連続、増収増益
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財務ハイライト

●主要の不動産投資開発事業にプラスして、コンサルティング事業も大幅成長

●利益の積み上げと初のM&Aにより、財務状況も拡大

●中長期成長を目指し、販売用不動産残高も大幅増加
サマリー

※2015年12月期より、連結計算書類を作成しております。
　  なお、2014年12月期以前は連結計算書類を作成しておりませんので、
単体計算書類より記載しております。
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売上高 経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益

販売用不動産の残高1株当たり純資産額・1株当たり当期純利益

（注）2014年8月20日付で普通株式1株につき300株、2015年4月16日付で普通株式1株に
つき3株の株式分割を行っております。2012年12月期の期首に当該株式分割が行われ
たと仮定し、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益を算定しております。

■不動産投資開発
■不動産コンサルティング
■不動産マネジメント

■経常利益
■親会社株主に帰属する当期純利益

■仕掛販売用不動産
■販売用不動産

■1株当たり純資産額
　1株当たり当期純利益
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証券コード　3452
平成29年３月９日

株　主　各　位
東京都港区新橋二丁目19番10号
株 式 会 社 ビ ー ロ ッ ト
代表取締役社長 宮 内 　 誠

第９回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第９回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、平成29年３月23日（木曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願
い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年３月24日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区赤坂二丁目14番27号

国際新赤坂ビル東館14階
ＴＫＰ赤坂駅カンファレンスセンター　ホール14Ｂ
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第９期（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）事業報告、連結計

算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第９期（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
議案 剰余金処分の件

以　上
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正
後の事項をインターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
※当社ウェブサイト　http://www.b-lot.co.jp
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株主総会参考書類

議案　剰余金処分の件
　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の重要政策のひとつと考え、業績に応じた利益還元を基
本としながら、当期の業績が当初計画を大きく上回ったこと及び今後の事業展開等を勘案いたしま
して、以下のとおり第９期の期末配当をいたしたいと存じます。

①　配当財産の種類　　　　金銭
②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　　　当社普通株式１株につき金17円
　　　なお、この場合の配当総額は65,300,400円となります。
③　剰余金の配当が効力を生じる日
　　　平成29年３月27日

以上

5
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成28年 1 月 1 日から
平成28年12月31日まで)

１．会社の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済政策や日銀の金融緩和により、企業

収益は高い水準にあり、雇用情勢の改善が続くなど景気は緩やかな回復基調で推移しました。
一方、海外景気は英国のＥＵ離脱問題や米国の新政権発足による保護貿易への警戒感など、金
融市場は不安定な状況にあり、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。

当社グループが属する不動産業界におきましても、日銀によるマイナス金利政策の継続など
良好な資金調達環境を背景に、不動産市場への資金流入が続いており、J-REITや事業会社、投
資ファンドや海外投資家等による活況な不動産投資が続いております。

このような状況のもと、当社グループは平成28年２月に掲げました中期経営計画の達成に向
けて、積極的な営業活動を続け、不動産投資開発事業を中心に当社グループのシナジー効果を
発揮し、成約数を着実に伸ばしました。

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は11,626,922千円、営業利益は1,175,013千
円、経常利益は874,388千円、親会社株主に帰属する当期純利益は588,382千円となりまし
た。

報告セグメントの業績は次のとおりであります。

（不動産投資開発事業）
不動産投資開発事業におきましては、売却件数は16件（前年同期13件）となり、その内訳

は、物件種類別では住宅系不動産８件（前年同期７件）、事務所・店舗ビル５件（前年同期４
件）、戸建用地２件（前年同期１件）、ホテル１件（前年同期１件）となり、地域別では関東
圏９件（前年同期８件）、北海道圏４件（前年同期３件）、九州圏１件（前年同期１件）、関
西圏２件（前年同期１件）となりました。

売却した物件のうち、シンガポール現地法人の顧客である海外投資家への案件成約が３件と
なり、当社グループが平成28年12月期に掲げました重点施策の一つでありますインバウンド

6
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施策の成果が出始めております。
一方、取得した物件数は23物件（前年同期19件）となり、物件種類別では住宅系不動産８

件（前年同期９件）、事務所・店舗ビル５件（前年同期４件）、開発用地10件（前年同期４
件）、その他-件（前年同期２件）となり、地域別では関東圏13件（前年同期11件）、北海道
圏１件（前年同期５件）、九州圏６件（前年同期１件）、関西圏３件（前年同期２件）となり
ました。

取得した物件のうち、開発用地につきましては中期経営計画を見据えた長期的な成長に向け
て、新築ホテル、新築店舗、新築マンションをそれぞれ建築中であり、平成29年12月期には
５件が竣工を迎える予定であります。

なお、上記物件数には株式会社ライフステージの戸建用地等は含めておりません。
これらの結果、当連結会計年度における売上高は9,977,312千円、セグメント利益は

989,324千円となりました。

（不動産コンサルティング事業）
不動産コンサルティング事業におきましては、関東を中心に投資用不動産の売買仲介及びコ

ンサルティング受託案件を積み重ね、成約件数は31件（前年同期29件）となりました。成約
31件の内訳は関東圏19件（前年同期15件）、北海道圏７件（前年同期８件）、九州圏４件（前
年同期４件）、その他１件（前年同期２件）となります。

また、シンガポール現地法人による売買が当連結会計年度より成約し始め、増収増益に大き
く寄与しております。

これらの結果、当連結会計年度における売上高は862,125千円、セグメント利益は345,922
千円となりました。

（不動産マネジメント事業）
不動産マネジメント事業におきましては、プロパティマネジメントでのクライアントの所有

不動産の管理運営受託件数が48件（前年同期40件）に増加しました。管理運営受託のエリア
の内訳は、関東圏20件（前年同期17件）、北海道圏18件（前年同期14件）、九州圏10件（前
年同期９件）となります。

また、アセットマネジメントにおきましては、ミサワホーム株式会社と共同出資いたしまし
た不動産ファンド「合同会社ＭＢインベストメント１」のアセットマネジメント業務を平成28
年９月より受託を開始しております。

これらの結果、当連結会計年度における売上高は881,843千円、セグメント利益は458,367
千円となりました。
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セグメント別売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

事 業 区 分

第 ８ 期
（平成27年12月期）
（前連結会計年度）

第 ９ 期
（平成28年12月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比増減

金 額 構成比
（％） 金 額 構成比

（％） 金 額 増減率
（％）

不 動 産 投 資 開 発 事 業 6,137,303 88.3 9,977,312 85.8 3,840,009 62.6

不動産コンサルティング事業 171,338 2.5 862,125 7.4 690,786 403.2

不動産マネジメント事業 642,267 9.2 881,843 7.6 239,576 37.3

調 整 額 － － △94,359 △0.8 △94,359 －

合 計 6,950,909 100.0 11,626,922 100.0 4,676,012 67.3

②　設備投資の状況
該当事項はありません。

③　資金調達の状況
当連結会計年度中においては、新株予約権の行使による新株発行により23,179千円の資金

調達を行いました。
また、金融機関より販売用不動産、仕掛販売用不動産及び固定資産の購入資金として、借入

金13,086,620千円及び社債1,080,000千円の調達を行いました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
当社は、平成28年４月28日付で株式会社ライフステージの全株式を取得し、連結子会社と

いたしました。
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⑵　財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 ６ 期
(平成25年12月期)

第 ７ 期
(平成26年12月期)

第 ８ 期
(平成27年12月期)

第 ９ 期
(当連結会計年度)
(平成28年12月期)

売 上 高 (千円) － － 6,950,909 11,626,922

経 常 利 益 (千円) － － 655,414 874,388
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (千円) － － 400,560 588,382

１株当たり当期純利益 (円) － － 112.60 150.59

総 資 産 (千円) － － 9,984,559 16,625,843

純 資 産 (千円) － － 2,431,405 2,819,380

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) － － 626.51 733.78
（注）１．第８期より連結計算書類を作成しているため、第７期以前については記載しておりません。

２．当社は、平成27年４月16日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。そこで、第
８期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を
算定しております。

②　当社の財産及び損益の状況

区 分 第 ６ 期
(平成25年12月期)

第 ７ 期
(平成26年12月期)

第 ８ 期
(平成27年12月期)

第 ９ 期
(当事業年度)

(平成28年12月期)

売 上 高 (千円) 2,230,881 3,709,395 6,896,105 10,931,298

経 常 利 益 (千円) 182,503 295,143 657,928 839,791

当 期 純 利 益 (千円) 104,280 176,643 390,865 557,450

１株当たり当期純利益 (円) 68.97 81.18 109.88 142.67

総 資 産 (千円) 2,542,759 5,268,158 9,958,639 16,285,539

純 資 産 (千円) 449,301 977,639 2,423,920 2,781,084

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 191.68 297.74 624.58 723.81
（注）平成26年８月20日付で普通株式１株につき300株の株式分割を行っております。そこで、第６期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しておりま
す。また、平成27年４月16日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。そこで、第６
期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定し
ております。
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

名称 資本金 主要な事業の内容 議決権の所有
割合（％） 関係内容

ビーロット・アセットマネ
ジメント株式会社

20,000千円 不動産アセットマネジメント事業 100.00
役員の兼任（３名）
事 務 所 の 転 貸

B-Lot Singapore Pte. Ltd. SGD430,000 不 動 産 コ ン サ ル テ ィ ン グ 事 業 100.00 役員の兼任（１名）

株式会社ライフステージ 50,000千円 不 動 産 コ ン サ ル テ ィ ン グ 事 業 100.00
役員の兼任（２名）
事 務 所 の 転 借

（注）平成28年４月28日付で、株式会社ライフステージの全株式を取得し、当連結会計年度において同社を連
結子会社としております。
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⑷　対処すべき課題
当社グループは、不動産分野・金融分野において社会へ価値を与えるビジネスの創出を行い、

全てのステークホルダーに対し社会規範に準拠した上での利益の追求と長期継続的な成長を行う
ことで社会に貢献し、「社会から求められる企業」として、以下の事項を対処すべき課題として
今後の事業拡大を図ってまいります。

①　事業の拡大
当社グループは現在、不動産投資開発事業を主軸として、事業を展開しております。会社の

成長とともに事業規模も成長してまいりましたが、本事業に収益が偏りすぎることもリスクと
考えております。

一方、不動産コンサルティング事業は創業時より着実に売上を重ね、当連結会計年度では大
幅な増収増益を達成いたしました。今後は株式会社ライフステージの販売受託事業も合わせて、
長期継続的に安定した件数と収益を確保してまいります。また、不動産マネジメント事業にお
きましても、管理物件数は期毎に増加し、収益の安定化に寄与しております。この２事業を更
に成長させ、安定収入を増やし、収益の偏りを回避してまいります。

また、事業展開するエリアの面では首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県の１都３県）
の割合が多くなっておりますが、当連結会計年度におきまして、大阪支社を設立したことで既
に支社を設立している北海道及び福岡と合わせて、エリア面でも売上の平準化を図ってまいり
ます。そして、首都圏及び支社開設エリアのみならず、更なる事業エリアの拡大に努めてまい
ります。

②　長期保有目的賃貸用不動産への投資拡大
当社グループの主要な売上である不動産投資開発事業は、不動産市況の影響を顕著に受ける

傾向にあります。そのため、長期保有目的の賃貸用不動産への投資を促進し、賃料による安定
収益を拡大させ、事業全体の安定化を図ってまいります。

③　仕入ルートの拡充
当社グループの強みは不動産情報の安定した仕入にありますが、今後の事業規模拡大を目指

すためにも更なる情報ルートが必要不可欠となります。主要な情報源である不動産仲介業者や
その他不動産業者へは、信頼関係の構築のためにも、当社グループの実績を積み重ねることで
信用力を得て、次に繋げられるよう図ってまいります。

11
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④　不動産管理の品質向上
不動産投資開発事業及び不動産コンサルティング事業において、良質な不動産管理は必要不

可欠となります。前述の２事業の拡大を図るためにも、更なる不動産管理の品質向上を図って
まいります。

⑤　販売用不動産及び仕掛販売用不動産の回転率向上
不動産投資開発事業における販売用不動産の購入資金は、金融機関からの借入金等を主とし

ております。その返済期日を守ることは当然ながら、更に返済サイクルを早期化することによ
って、次の購入資金の調達に繋がることになります。また、販売用不動産の保有期間の長期化
は、有利子負債の増加にも繋がるため、財務体質の向上のためにも、販売用不動産の早期売却
を図ってまいります。

⑥　新規事業の開拓
当社グループの成長と事業の拡大のためにも、新規事業の開拓は必要不可欠と考えておりま

す。そのための一つとして、当連結会計年度におきましては、初めてとなるＭ＆Ａを実施いた
しました。対象会社の株式会社ライフステージの主要事業は居住用不動産の販売受託であり、
不動産コンサルティング事業に新しく加わっております。

また、従前より取り組んでおりました不動産マネジメント事業の一環であるアセットマネジ
メント事業につきましても、業務を積み上げ、更なる事業拡大を図ってまいります。

⑦　コーポレート・ガバナンスの強化
当社グループは、企業価値の最大化を図るためには、経営の健全性、透明性及び客観性を高

めることが重要と考えており、最重要経営課題の一つとして、コーポレート・ガバナンスの強
化に取り組んでおります。コーポレート・ガバナンスの強化の一環として内部統制基本方針を
制定しており、同基本方針の着実な運用に加えて、経営者からのメッセージ発信やコンプライ
アンス教育の強化、社内通報制度の拡充等によりコーポレート・ガバナンスの更なる強化を図
ってまいります。

⑧　優秀な人材の確保と育成
当社グループの企業理念を十分に理解し、必要な知識とノウハウをもつ人材を有することは、

当社グループの最大の強みの一つであり、企業価値の源泉となっています。当社グループでは、
こうした人材の確保と採用を重要な経営課題の一つとして捉え、優秀な人材を採用し、教育研

12
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修制度等を充実させると同時に、社員のモチベーションを高めるマネジメントを推進し、社員
の質的向上を図ってまいります。

⑸　主要な事業内容（平成28年12月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

不 動 産 投 資 開 発 事 業 不動産の投資再生事業及び投資開発事業を行っております。

不動産コンサルティング事業 売買仲介事業、賃貸仲介事業及び販売受託事業を行っております。

不動産マネジメント事業 プロパティマネジメント事業及びアセットマネジメント事業を行っ
ております。

⑹　主要な事業所（平成28年12月31日現在）
①　当社

本 社 東京都港区新橋二丁目19番10号

北 海 道 支 社 北海道札幌市中央区北１条東二丁目５番２号

福 岡 支 社 福岡県福岡市中央区薬院二丁目２番７号

大 阪 支 社 大阪府大阪市淀川区西中島五丁目５番15号

（注）平成28年７月１日付で、大阪支社を設立いたしました。

②　子会社
ビ ー ロ ッ ト ・ ア セ ッ ト
マ ネ ジ メ ン ト 株 式 会 社 東京都港区新橋二丁目19番10号

B - L o t  S i n g a p o r e  P t e .  L t d . Singapore

株 式 会 社 ラ イ フ ス テ ー ジ 大阪府大阪市淀川区西中島五丁目５番15号

（注）平成28年４月28日付で、株式会社ライフステージの全株式を取得し、子会社化いたしました。
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⑺　使用人の状況（平成28年12月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

不 動 産 投 資 開 発 事 業 8（　1）名  1名減（ 1名減）

不 動 産 コ ン サ ル テ ィ ン グ 事 業 89（33） 82名増（33名増）

不 動 産 マ ネ ジ メ ン ト 事 業 15（　1）  2名増（ －）

全 社 （ 共 通 ） 22（　5） 16名増（ 3名増）

合 計 134（40） 99名増（35名増）

（注）１．使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ
への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含む。）
は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．使用人数が前連結会計年度と比べて、99名増加しました主な要因は、平成28年４月28日付で株式会
社ライフステージを連結子会社にしたためであります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

35（6）名 3名増（1名増） 33.7歳 2年9ヶ月

（注）使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時
雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は（　）内に年間の平均人員を外数
で記載しております。

14

使用人の状況



2017/02/28 20:59:11 / 16250877_株式会社ビーロット_招集通知（Ｃ）

⑻　主要な借入先の状況（平成28年12月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,093,750千円

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 1,387,100

株 式 会 社 東 日 本 銀 行 1,267,000

（注）１．上記借入額には、下記社債が含まれております。
株式会社三井住友銀行保証付及び適格機関投資家限定無担保社債　1,803,750千円
株式会社北海道銀行保証付無担保社債　300,000千円

２．上記借入先及び借入残高については、シンジケートローンによるものを含めております。

⑼　その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．株式の状況（平成28年12月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 6,000,000株
⑵　発行済株式の総数 4,001,100株
⑶　株主数 1,629名
⑷　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

長 谷 川 　 進 　 一 667,000株 17.4％

望 月 雅 博 577,000 15.0

株 式 会 社 エ ム ア ン ド エ ム 409,500 10.7

宮 内 　 誠 296,500 7.7

大 塚 　 満 138,200 3.6

望 月 文 恵 79,000 2.1

Ｂ ａ ｎ ｇ － Ｊ ｏ ｏ 　 Ｌ ｅ ｅ 60,000 1.6

Ｋ ｗ ａ ｎ － Ｙ ｏ ｕ ｎ ｇ 　 Ｋ ｉ ｍ 60,000 1.6

外 川 太 郎 54,000 1.4

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 41,300 1.1

（注）１．当社は、自己株式を159,900株保有しております。上記表は自己株式を除いて記載しております。
２．持株比率は、自己株式を除いて計算しております。
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３．新株予約権等の状況
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況
第 ５ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 平成27年12月 1 日

新 株 予 約 権 の 数 240個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 24,000株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり 700円

新 株 予 約 権 の 払 込 期 日 平成27年12月22日

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
165,100円

(１株当たり　1,651円)

権 利 行 使 期 間 平成30年 4 月 1 日から
平成32年12月17日まで

行 使 の 条 件 （注）

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役
を 除 く 。 ）

新株予約権の数 240個
目的となる株式数 24,000株
保有者数 3名

社 外 取 締 役
新株予約権の数 0個
目的となる株式数 0株
保有者数 0名

監 査 役
新株予約権の数 0個
目的となる株式数 0株
保有者数 0名

（注）新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。
①新株予約権者は、平成29年12月期に係る有価証券報告書に記載される損益計算書（連結損益計

算書を作成している場合、連結損益計算書）における経常利益が11億円以上となった場合のみ本
新株予約権を行使することができる。

②新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締役、監査役
または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由
があると当社取締役会が認めた場合は、この限りではない。

③新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
④本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超

過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
⑤各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

４．会社役員の状況
⑴　取締役及び監査役の状況（平成28年12月31日現在）

会社における地位
及 び 担 当 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 宮 内 　 誠 株式会社エムアンドエム 代表取締役

取 締 役 副 社 長
（ 北 海 道 支 社 長 ） 長 谷 川 　 進 　 一 B-Lot Singapore Pte.Ltd. President

取 締 役 副 社 長
（ 不 動 産 投 資 開 発 部 長 ） 望 月 雅 博

取 締 役 苧 坂 　 隆 株式会社ザイマックス
取締役兼執行役員副会長

常 勤 監 査 役 岡 本 康 裕

監 査 役 田 代 宏 樹 グランディール法律事務所 代表弁護士

監 査 役 波 光 史 成 税理士法人青山トラスト 代表社員

（注）１．取締役苧坂隆氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．常勤監査役岡本康裕氏及び監査役田代宏樹氏、監査役波光史成氏は、会社法第2条第16号に定める社

外監査役であります。
３．監査役波光史成氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し

ております。
４．当社は、取締役苧坂隆氏、常勤監査役岡本康裕氏、監査役田代宏樹氏及び監査役波光史成氏を、株式

会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社と取締役苧坂隆氏、監査役岡本康裕氏、監査役田代宏樹氏及び監査役波光史成氏の４氏
との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定
する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める次に掲げる額の
合計額を、当該損害賠償責任の限度としております。
・その在職中に当社から職務執行の対価として受け、又は受けるべき財産上の利益の１年間当

たりの額に相当する額として、会社法施行規則第113条で定める方法により算定される額に
２を乗じて得た額。

・当社の新株予約権を引き受けた場合（会社法第238条第３項各号に掲げる場合に限る。）に
おける当該新株予約権に関する財産上の利益に相当する額として、会社法施行規則第114条
に定める方法により算定される額。

⑶　取締役及び監査役の報酬等
当事業年度に係る報酬等の総額
区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

4名
（1）

105,720千円
（4,500）

監 査 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 監 　 査 　 役 ）

3
（3）

8,940
（8,940）

合 計
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 役 　 員 ）

7
（4）

114,660
（13,440）

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、平成26年８月20日開催の臨時株主総会において、年額300,000千円以内と

決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、平成26年８月20日開催の臨時株主総会において、年額30,000千円以内と決

議いただいております。
４．上記の報酬等の額には、以下のものが含まれております。

当事業年度における役員賞与30,000千円（取締役１名に対し10,000千円）。
子会社の取締役を兼任する取締役が当該子会社から受けた報酬等17,569千円。
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⑷　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役苧坂隆氏は、株式会社ザイマックスの取締役兼執行役員副会長であります。当社と兼
職先との間には特別の関係はありません。

・監査役田代宏樹氏は、グランディール法律事務所の代表弁護士であり、ホッカンホールディ
ングス株式会社の社外監査役、北海製罐株式会社の社外監査役、ホッカンホールディングス
株式会社の独立委員会委員であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役波光史成氏は、税理士法人青山トラストの代表社員であり、昭和化学工業株式会社の
取締役（監査等委員）、東洋製罐グループホールディングス株式会社の社外監査役、株式会
社ユニバーサルビューの社外監査役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はあ
りません。

②　当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 苧 坂 　 　 隆

平成28年３月25日就任以降、当事業年度に開催された取締役会14回の
うち14回に出席いたしました。不動産会社の経営者としての豊富な経
験及び幅広い見識に基づき、取締役会の意思決定の妥当性及び適正性を
確保するための発言を行っております。
上記の取締役会の開催回数のほか、書面決議を１回実施しました。

監査役 岡 本 　 康 裕

当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回、監査役会13回のう
ち13回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会におい
て、会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、経営全般の
観点から適宜発言を行っております。
上記の取締役会の開催回数のほか、書面決議を１回実施しました。

監査役 田 代 　 宏 樹

当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回、監査役会13回のう
ち13回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会におい
て、主に法律的な観点から、弁護士として適宜発言を行っております。
上記の取締役会の開催回数のほか、書面決議を１回実施しました。

監査役 波 光 　 史 成

当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回、監査役会13回のう
ち13回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会におい
て、主に財務・会計等に関し、公認会計士としての専門的見地から適宜
発言を行っております。
上記の取締役会の開催回数のほか、書面決議を１回実施しました。

20

会社役員の状況



2017/02/28 20:59:11 / 16250877_株式会社ビーロット_招集通知（Ｃ）

５．会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

東陽監査法人
（注）当社の会計監査人であった有限責任監査法人トーマツは、平成28年３月25日開催の第

８回定時株主総会終結の時をもって退任いたしました。

⑵　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 18,000

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算定根拠等が
適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断
をいたしました。

⑶　非監査業務の内容
該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、
株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選
定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解
任の理由を報告いたします。

⑸　責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
業務の適正を確保するための体制及び当事業年度における当該体制の運用状況の概要は以下のと

おりであります。

Ⅰ.業務の適正を確保するための体制
①当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制
ａ．コーポレート・ガバナンス

ⅰ．取締役会
取締役会は、法令、定款、株主総会決議、取締役会規程に従い、経営に関する重要な事項

を決定するとともに、取締役の職務執行を監督します。
ⅱ．代表取締役

代表取締役は、取締役会において業務執行状況の報告を行います。
ⅲ．取締役

取締役は、取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決議及び「職務権限
規程」その他の社内規程に従い、当社の業務を執行します。
ⅳ．監査役会

当社の監査役は、法令が定める権限を行使して、常勤監査役が中心となり日常業務の監査
を行い、３名の監査役で役割分担をすることで効率的に取締役及び使用人の業務執行を監督
しています。また、内部監査及び会計監査人と連携して、「監査役会規程」に則り、取締役
の職務執行の適正性について監査を実施します。

ｂ．コンプライアンス委員会
コンプライアンス室長を中心に当社及び当社子会社を対象としたマニュアルを作成し、子会

社を含め代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」にて、法令遵守の教育・
研修の計画及び実施、内部情報提供制度の整備等コンプライアンス体制の充実や周知に努めま
す。なお、当社におけるコンプライアンスの取組みに関する決定、及び進捗状況の管理は取締
役会が行い、統括責任者は社長とします。
ｃ．財務報告の適正性確保のための体制整備

「経理規程」その他社内規程、会計基準その他関連する諸法令を遵守し、財務報告の適正性
を確保するための体制の充実を図ります。
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ｄ．内部監査
内部監査は、内部監査室が行い、必要に応じて社長が指名した者に実施させることができま

す。「内部監査規程」に基づき、業務全般に関して法令、定款及び社内規程の遵守状況、職務
の執行手続及び内容の妥当性等につき、定期的に内部監査を実施します。

②当社の取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定書類のほか職務遂行に係る重要な情報が

記載された文書（電磁的記録を含む。以下同じ）を、社内規程の定めるところに従い、関連資料
とともに適切に保存し、管理します。取締役及び監査役は、いつでも、これらの情報を閲覧する
ことができます。
③当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理については、経営における重要課題であることを認識し、当社及び当社子会社にお
ける様々なリスクを把握するため「リスク管理規程」に基づきリスク管理統括責任者を設置し、
各リスクに応じた的確な対応を行うとともに、それらを統括的かつ個別的に管理することとして
おります。
④当社及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

適正かつ効率的な職務の執行を確保するために「業務分掌規程」、「職務権限規程」等各種社
内規程を整備し、各役職者の権限及び責任の明確化を図ります。
⑤当社及び当社子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

ａ．当社の企業行動指針、リスク管理規程を当社及び当社子会社にも適用し、子会社における
重要事項を当社会議体での付議事項または報告事項とし、当社及び当社子会社の業務の適
正化を図るとともに、内部通報制度についても通報窓口を当社子会社にも開放し、周知す
ることにより当社及び当社子会社におけるコンプライアンスの実効性を確保します。

ｂ．当社及び当社子会社に対して、内部監査部門による監査を実施します。
⑥当社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の当社の取締役からの独

立性に関する事項
ａ．監査役が必要があると認めたときは、監査役の職務を補助する専任の使用人を置くものと

します。監査役の職務を補助する使用人に対する指揮命令権限は監査役会に専属するもの
とし、取締役、使用人は監査役の職務を補助する使用人に対し指揮命令権限を有しないも
のとします。

ｂ．監査役を補助する使用人の人事考課は、監査役会で定めた監査役が行うものとし、その人
事異動及び懲戒処分については、事前に監査役会の同意を必要とするものとします。

ｃ．監査役を補助する使用人は、監査役の指示に従わなければならないものとします。
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⑦当社及び当社子会社の取締役等及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への
報告に関する体制
ａ．当社及び当社子会社の取締役その他役職者は、定期的に、自己の職務執行状況を監査役に

報告するものとします。
ｂ．当社及び当社子会社の取締役は、監査役に対して、法令が定める事項のほか、次に掲げる

事項をその都度報告します。
ⅰ．財務及び事業に重大な影響を及ぼす決定等の内容
ⅱ．業績及び業績の見通しの発表の内容
ⅲ．内部監査の内容と結果及び指摘事項の対策
ⅳ．行政処分の内容
ⅴ．その他監査役が求める事項

ｃ．使用人による報告
当社及び当社子会社の使用人は、監査役に対して、当社または当社子会社に著しい損害を及

ぼす恐れがある事実、重大な法令または定款違反となる恐れがある事実がある場合には、直接
報告することができます。
ｄ．報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、監査役への報告を行った当社及び当社子会社の取締役・使用人に対し、報告をした
ことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底しております。

⑧監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の職務の執行について
生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払または償還等の請求をしたときは、当該監

査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、これに応じることとしております。
⑨その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社の監査役は、内部監査人との間で、各事業年度における内部監査計画を協議するとともに、
定期的に会合を持ち、内部監査結果及び指摘事項について協議及び意見交換をする等、密接な情
報交換及び連携を図ります。監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認
会計士その他の外部専門家を独自に起用することができます。
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⑩反社会的勢力との関係断絶に向けた体制
ａ．反社会的勢力による不当要求に備えた外部機関との連携構築

反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、弁護士等の外部専門機関と緊密な連
携関係を構築します。
ｂ．反社会的勢力に対する排除基本方針及び反社会的勢力対応に関する規程の制定

反社会的勢力に対する排除基本方針及び反社会的勢力対応マニュアルにおいて、反社会的勢
力排除を明記するとともに、当社の取締役及び使用人に対し周知徹底を図ることとします。

Ⅱ.業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社及び当社子会社では上記の内部統制システムを整備しておりますが、その基本方針に基づ

き、以下の具体的な取り組みを行っております。
①監査役会におきましては、会計監査人及び内部監査人との間で定期的にミーティング等を実施

し、会社の現況を報告したり、会計監査人の監査計画や監査品質等の確認を行い、三者連携す
ることでお互いの監査に役立てております。

②リスク管理におきましては、リスク管理統括責任者がリスク管理委員会を構成し、月１回、活
動状況の報告を行い、当社及び当社子会社に内在するリスク全体を包括的に管理しております。

③反社会的勢力への対応におきましては、警察等関連機関や顧問弁護士等と連携し、迅速に対応
する体制をとっております。

７．会社の支配に関する基本方針
当社は現時点では、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきましては、特に定めておりませ

ん。
一方で、大量株式取得行為のうち、当社の企業価値及び株主共同の利益に資さないものについて

は適切な対応が必要と考えており、今後の法制度の整備や社会的な動向も見極めつつ、今後も慎重
に検討を行ってまいります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年12月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
販 売 用 不 動 産
仕 掛 販 売 用 不 動 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
土 地
そ の 他

無 形 固 定 資 産
借 地 権
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

14,105,426
2,467,112

109,716
1,070,100

10,322,583
18,283

117,629
2,479,337

831,724
642,496
176,613
12,613

812,849
659,233
143,784

9,831
834,763

1,131
833,631
41,080
41,080

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 4,978,886

短 期 借 入 金 2,713,185
一年内返済予定の長期借入金 1,420,269
一年内償還予定の社債 155,700
未 払 法 人 税 等 175,347
賞 与 引 当 金 28,752
アフターコスト引当金 3,907
そ の 他 481,723

固 定 負 債 8,827,576
長 期 借 入 金 6,759,869
社 債 1,948,050
そ の 他 119,656

負 債 合 計 13,806,463
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,820,913
資 本 金 943,672
資 本 剰 余 金 864,687
利 益 剰 余 金 1,236,020
自 己 株 式 △223,466

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △2,331
為 替 換 算 調 整 勘 定 △2,331

新 株 予 約 権 798
純 資 産 合 計 2,819,380

資 産 合 計 16,625,843 負 債 純 資 産 合 計 16,625,843
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年 1 月 1 日から
平成28年12月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 11,626,922
売 上 原 価 9,006,032

売 上 総 利 益 2,620,889
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,445,875

営 業 利 益 1,175,013
営 業 外 収 益

受 取 利 息 746

受 取 配 当 金 10

受 取 手 数 料 195

出 資 金 売 却 益 200

そ の 他 94 1,246
営 業 外 費 用

支 払 利 息 231,692

支 払 手 数 料 55,385

そ の 他 14,794 301,872

経 常 利 益 874,388
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 222 222

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 874,610
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 286,688

法 人 税 等 調 整 額 △461 286,227

当 期 純 利 益 588,382
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 588,382
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年 1 月 1 日から
平成28年12月31日まで)

（単位：千円）
株主資本 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合計
為替換算
調整勘定

その他の包
括利益累計

額合計
当連結会計年
度 期 首 残 高 932,082 853,097 647,637 － 2,432,817 △2,210 △2,210 798 2,431,405

当連結会計年
度 変 動 額

新株の発行
（新株予約
権の行使）

11,589 11,589 23,179 23,179

親会社株主
に帰属する
当期純利益

588,382 588,382 588,382

自己株式の
取 得 △223,466 △223,466 △223,466

株主資本以外の項
目の当連結会計年
度 変 動 額(純 額)

△120 △120 － △120

当連結会計年
度変動額合計 11,589 11,589 588,382 △223,466 388,095 △120 △120 － 387,975

当連結会計年
度 末 残 高 943,672 864,687 1,236,020 △223,466 2,820,913 △2,331 △2,331 798 2,819,380
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　３社
・連結子会社の名称　　　ビーロット・アセットマネジメント株式会社

B-Lot Singapore Pte.Ltd.
株式会社ライフステージ

なお、株式会社ライフステージについては、当連結会計年度において、新たに全株式を取得したため、
連結の範囲に含めております。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産、仕掛販売用不動産
個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用して
おります。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

定率法（ただし、建物(建物附属設備を除く。)ならびに、平成28年４月１日以後に取得する建物附属設
備及び構築物については定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　３年～39年
車両運搬具　６年
工具、器具及び備品　３年～15年

②　無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　長期前払費用
定額法によっております。

⑶　繰延資産の処理方法
社債発行費

償還期間にわたり定額法により償却しております。
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⑷　引当金の計上基準
①　賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しており
ます。

②　アフターコスト引当金
販売物件に係る瑕疵担保及びアフターサービスの費用に備えるため、過去の実績に基づく将来発生見込
額の他、個別物件に係る必要額を計上しております。

⑸　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果が発現すると見積られる期間で定額法により償却しております。

⑹　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「その他」に計上し、５年間で均
等償却をしており、それ以外は発生した連結会計年度の費用として処理しております。

②　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に
含めて計上しております。

３．会計方針の変更に関する注記
（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」と
いう。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計
基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事
業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する
当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の
費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合につい
ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結
計算書類に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更を行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項⑷、連結会計基準第44－５項⑷及
び事業分離等会計基準第57－４項⑷に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から
将来にわたって適用しております。

なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響はありません。
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（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建
物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響はありません。

４．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）

前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払手数料」は、金額的重要
性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しました。

なお、前連結会計年度の「支払手数料」は8,377千円であります。

５．未適用の会計基準等に関する注記
（未適用の会計基準等）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28日）
⑴　概要

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」は、日本公認会計士協会における税効果会計に関す
る会計上の実務指針及び監査上の実務指針（会計処理に関する部分）を企業会計基準委員会に移管する
に際して、企業会計基準委員会が、当該実務指針のうち主に日本公認会計士協会監査委員会報告第66号
「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い」において定められている繰延税金資産の
回収可能性に関する指針について、企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見
積るという取扱いの枠組みを基本的に踏襲した上で、分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取扱いの
一部について必要な見直しを行ったもので、繰延税金資産の回収可能性について、「税効果会計に係る
会計基準」（企業会計審議会）を適用する際の指針を定めたものであります。

⑵　適用予定日
平成29年１月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用します。

⑶　当該会計基準等の適用による影響
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用による連結計算書類に与える影響額について

は、現時点で評価中であります。

６．追加情報
（法人税率の変更等による影響）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の
法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に、また、「社会保障の安全財源の確保等を図る税制
の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律等の一部を改正する法律」及び「社会保障
の安全財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法
律等の一部を改正する法律」が平成28年11月18日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結
会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金
負債の計算に使用する法定実効税率は従来の32.3％から、平成29年１月１日に開始する連結会計年度及び
平成30年１月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異について30.9％に、平成31年
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１月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異について30.6％となります。
なお、当該税率変更に伴う当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

７．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
当連結会計年度

（平成28年12月31日）
販売用不動産 339,994千円
仕掛販売用不動産 10,280,706
建物 624,644
土地 176,613
その他（投資その他の資産） 560,010

計 11,981,969

②　担保に係る債務
当連結会計年度

（平成28年12月31日）
短期借入金 2,618,020千円
１年内返済予定の長期借入金 1,366,829
長期借入金 5,757,539
１年内償還予定の社債 95,700
社債 1,708,050

計 11,546,139

⑵　有形固定資産の減価償却累計額
当連結会計年度

（平成28年12月31日）
184,314千円

⑶　財務制限条項
当社は、販売用不動産の仕入に関して、機動的かつ安定的な資金調達を確保するため、取引銀行とローン

契約等を締結しており、本契約には当社の貸借対照表及び損益計算書等より算出される一定の指標等を基準
とする財務制限条項が付されています。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入実行残高は次のとお
りであります。
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シンジケートローン契約
当連結会計年度

（平成28年12月31日）
借入実行残高 176,000千円

８．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の数

普通株式 4,001,100株
⑵　当連結会計年度の末日における自己株式の数

普通株式 159,900株
⑶　剰余金の配当に関する事項

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
平成29年３月24日開催の第９回定時株主総会による配当に関するもの

配当金の総額 65,300千円
１株当たり配当額 17円
基準日 平成28年12月31日
効力発生日 平成29年３月27日
配当原資 利益剰余金

⑷　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的と
なる株式の数
普通株式 110,500株

９．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、主に営業目的及び事業戦略上の投資資金として必要な資金を金融機関等から借入し、

一時的な余剰資金については流動性の高い金融商品で運用しております。また、運転資金も金融機関等か
ら資金調達しております。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
営業債務である短期借入金、未払法人税等は、その全てが１年以内の支払期日であります。
借入金及び社債は、主に営業目的及び事業戦略上の投資資金として資金調達したものであります。変動

型の借入金につきましては、金利の変動リスクに晒されております。また、借入金及び社債は、主に金融
機関から調達しており、当社グループに対する取引姿勢の変化等により、資金調達が制約される流動性リ
スクに晒されております。
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③　金融商品に係るリスク管理体制
資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
当社グループの資金需要に関する情報及び資金繰り状況の的確な把握を行うとともに、取引金融機関と

の関係強化に努め、資金調達手段の多様化を図っております。
④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動価格を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
平成28年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。
連結貸借対照表
計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

⑴　現金及び預金 2,467,112 2,467,112 －
⑵　売掛金 109,716 109,716 －

資産計 2,576,828 2,576,828 －
⑴　短期借入金 2,713,185 2,713,185 －
⑵　未払法人税等 175,347 175,347 －
⑶　長期借入金（１年内返済予定の長期

借入金を含む。） 8,180,139 8,115,367 △64,771

⑷　社債（１年以内償還予定の社債を含
む。） 2,103,750 2,043,455 △60,294

負債計 13,172,422 13,047,357 △125,065
（注）１．金融商品の時価の算定方法

資　産
⑴　現金及び預金、⑵　売掛金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。
負　債
⑴　短期借入金、⑵　未払法人税等
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。
⑶　長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）
長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値
により算定しております。
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⑷　社債（１年内償還予定の社債を含む。）
社債の時価は、元利金の合計額を新規社債を発行した場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ
り算定しております。

２．金銭債権の決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

売掛金 109,716 － － －
合計 109,716 － － －

３．有利子負債の決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 2,713,185 － － － － －
長期借入金 1,420,269 4,716,142 163,899 392,685 374,412 1,112,730
社債 155,700 155,700 1,106,100 112,500 573,750 －

合計 4,289,154 4,871,842 1,269,999 505,185 948,162 1,112,730

10．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループでは、東京都その他の地域において賃貸用オフィスビル、賃貸用マンション等を所有してお
ります。平成28年12月期における当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は、69,319千円（賃貸収益は売上高
に、賃貸費用は売上原価に計上）であります。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項
当連結会計年度

連結貸借対照表計上額
期首残高 1,453,913千円
期中増減額 6,625
期末残高 1,460,539

期末時価 1,667,613
(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ

ります。
２．期末時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて

調整を行ったものを含む。）であります。
３．期中増減額は、賃貸等不動産の取得72,288千円及び減価償却費の65,662千円であります。
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11．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 733円78銭
⑵　１株当たり当期純利益 150円59銭

12．重要な後発事象に関する注記
（株式取得による会社の買収）

当社は、平成29年１月16日開催の取締役会において、株式会社ヴィエント・クリエーションの全株式を
取得し、同社を子会社化することを決議いたしました。同日付で株式譲渡契約を締結し、平成29年１月31
日に実行しております。

⑴　株式取得の目的
当社グループは、日本国内において収益性や遵法性に改善余地の高い不動産を取得し、不動産再生を行

う不動産投資開発事業を主軸として、創業以来業容拡大してまいりました。
近年ではインバウンド戦略としてオフィスビルから宿泊施設へのコンバージョンやホテル開発に取り組

み、長期安定した稼働を見込む収益不動産として海外投資家に売却を行うなど積極的な事業展開を実施し
ております。

そこでオペレーショナルアセットとしての不動産再生を図るとともに、「プライベートエクイティ投資」
をテーマとした新しい事業領域進出を目的として株式会社ヴィエント・クリエーションを子会社化するこ
とといたしました。

⑵　買収する会社の名称、事業内容等
①　商号　　　　　　　　株式会社ヴィエント・クリエーション
②　事業内容　　　　　　カプセルホテルの運営業
③　規模（平成28年６月期）

資本金　　　　　　　50,000千円

⑶　株式取得の時期
平成29年１月31日

⑷　取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率
①　取得株式数　　　　　1,000株
②　取得価額　　　　　　541,000千円
③　取得後の持分比率　　100％

⑸　取得資金の調達
取得資金は、金融機関からの借入により充当しております。
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貸　借　対　照　表
（平成28年12月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
販 売 用 不 動 産
仕 掛 販 売 用 不 動 産
前 渡 金
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
関 係 会 社 貸 付 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 前 払 費 用
敷 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

13,626,316
2,129,887

13,379
923,961

10,268,734
14,113
74,960
18,283

165,000
17,995

2,618,142
824,014
640,237

1,689
5,473

176,613
663,978
659,133

4,845
1,130,149

906,838
910

8,071
21,418
11,801

181,109
41,080
41,080

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 4,776,878

短 期 借 入 金 2,637,485
一年内返済予定の長期借入金 1,420,269
一 年 内 償 還 予 定 の 社 債 155,700
未 払 金 111,283
未 払 費 用 44,173
未 払 法 人 税 等 172,653
預 り 金 105,637
前 受 収 益 25,661
短 期 預 り 保 証 金 56,366
ア フ タ ー コ ス ト 引 当 金 3,907
そ の 他 43,741

固 定 負 債 8,727,576
長 期 借 入 金 6,659,869
社 債 1,948,050
長 期 預 り 保 証 金 119,656

負 債 合 計 13,504,454
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,780,286
資 本 金 943,672
資 本 剰 余 金 864,687

資 本 準 備 金 864,687
利 益 剰 余 金 1,195,393
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,195,393
繰 越 利 益 剰 余 金 1,195,393

自 己 株 式 △223,466
新 株 予 約 権 798
純 資 産 合 計 2,781,084

資 産 合 計 16,285,539 負 債 純 資 産 合 計 16,285,539
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損　益　計　算　書

(平成28年 1 月 1 日から
平成28年12月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 10,931,298

売 上 原 価 8,962,039

売 上 総 利 益 1,969,258

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 832,759

営 業 利 益 1,136,499

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,292

受 取 配 当 金 10

受 取 手 数 料 106

そ の 他 37 2,447

営 業 外 費 用

支 払 利 息 229,943

支 払 手 数 料 55,215

そ の 他 13,997 299,155

経 常 利 益 839,791

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 212 212

税 引 前 当 期 純 利 益 840,004

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 283,932

法 人 税 等 調 整 額 △1,378 282,553

当 期 純 利 益 557,450
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株主資本等変動計算書

(平成28年 1 月 1 日から
平成28年12月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

新株予約権 純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 932,082 853,097 853,097 637,942 637,942 － 2,423,122 798 2,423,920

当 期 変 動 額

新株の発行（新株
予約権の行使） 11,589 11,589 11,589 23,179 23,179

当 期 純 利 益 557,450 557,450 557,450 557,450

自己株式の取得 △223,466 △223,466 △223,466

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) － －

当 期 変 動 額 合 計 11,589 11,589 11,589 557,450 557,450 △223,466 357,163 － 357,163

当 期 末 残 高 943,672 864,687 864,687 1,195,393 1,195,393 △223,466 2,780,286 798 2,781,084
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法
販売用不動産、仕掛販売用不動産

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用して
おります。

⑶　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

定率法（ただし、建物(建物附属設備を除く。)ならびに、平成28年４月１日以後に取得する建物附属設
備及び構築物については定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　３年～39年
車両運搬具　６年
工具、器具及び備品　３年～15年

②　無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　長期前払費用
定額法によっております。

⑷　繰延資産の処理方法
社債発行費

償還期間にわたり定額法により償却しております。

⑸　引当金の計上基準
アフターコスト引当金

販売物件に係る瑕疵担保及びアフターサービスの費用に備えるため、過去の実績に基づく将来発生見込
額の他、個別物件に係る必要額を計上しております。
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⑹　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「その他」に計上し、５年間で均
等償却をしており、それ以外は発生した事業年度の費用として処理しております。

２．会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実
務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建物附
属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）

前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払手数料」は、金額的重要性が
増したため、当事業年度より、区分掲記しました。

なお、前事業年度の「支払手数料」は8,377千円であります。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

当事業年度
（平成28年12月31日）

販売用不動産 205,977千円

仕掛販売用不動産 10,226,856

建物 624,644

土地 176,613

関係会社株式 880,000

計 12,114,092
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②　担保に係る債務

当事業年度
（平成28年12月31日）

短期借入金 2,542,320千円

１年内返済予定の長期借入金 1,366,829

長期借入金 5,657,539

１年内償還予定の社債 95,700

社債 1,708,050

計 11,370,439

⑵　有形固定資産の減価償却累計額

当事業年度
（平成28年12月31日）

168,994千円

⑶　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

当事業年度
（平成28年12月31日）

短期金銭債権

長期金銭債権

短期金銭債務

6,067千円

960

41

⑷　財務制限条項
当社は、販売用不動産の仕入に関して、機動的かつ安定的な資金調達を確保するため、取引銀行とローン

契約等を締結しており、本契約には当社の貸借対照表及び損益計算書等より算出される一定の指標等を基準
とする財務制限条項が付されています。これらの契約に基づく当事業年度末の借入実行残高は次のとおりで
あります。
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シンジケートローン契約

当事業年度
（平成28年12月31日）

借入実行残高 176,000千円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
　売上高 -千円
　売上原価 94,359千円
　販売費及び一般管理費 1,464千円
営業取引以外の取引高 1,679千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 159,900株

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
アフターコスト引当金 1,205千円
未払事業税 11,300
販売用不動産評価損 5,575
資産除去債務 1,674
関係会社株式評価損 10,127
その他 202

繰延税金資産小計 30,085
評価性引当額 －

繰延税金資産合計 30,085
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８．関連当事者との取引に関する注記
役員及び個人主要株主等

種 類 氏 名
議 決 権 等 の
所有（被所有）
割 合 （ ％ ）

関連当事者との関係 取 引 内 容 取 引 金 額
（千円） 科 目 期 末 残 高

（千円）

役 員 宮　内　　　誠 （被所有）
直接7.7 代表取締役社長 債務保証

（注） 146,428 － －

役 員 長谷川　進　一 （被所有）
直接17.4 取締役副社長 債務保証

（注） 11,970 － －

役 員 望　月　雅　博 （被所有）
直接15.0 取締役副社長 債務保証

（注） 11,970 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）当社は、銀行借入に対して取締役３名より債務保証を受けておりますが、保証料の支払は行っておりま

せん。

子会社及び関係会社等

種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等
の所有割合

（％）
関連当事者との関係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社 B-Lot Singapore
P t e . L t d . 100% 役員の兼任

資金の貸付
資金の回収
利息の受取

（注）

30,000
15,000

564
関係会社貸付金
その他流動資産

15,000
153

子 会 社 株式会社ライフステージ 100% 役員の兼任
資金の貸付
利息の受取

（注）

150,000
1,115

関係会社貸付金
その他流動資産

150,000
1,521

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額　　　　　723円81銭
⑵　１株当たり当期純利益　　　　142円67銭
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10．重要な後発事象に関する注記
（株式取得による会社の買収）

当社は、平成29年１月16日開催の取締役会において、株式会社ヴィエント・クリエーションの全株式を
取得し、同社を子会社化することを決議いたしました。同日付で株式譲渡契約を締結し、平成29年１月31
日に実行しております。

⑴　株式取得の目的
当社グループは、日本国内において収益性や遵法性に改善余地の高い不動産を取得し、不動産再生を行

う不動産投資開発事業を主軸として、創業以来業容拡大してまいりました。
近年ではインバウンド戦略としてオフィスビルから宿泊施設へのコンバージョンやホテル開発に取り組

み、長期安定した稼働を見込む収益不動産として海外投資家に売却を行うなど積極的な事業展開を実施し
ております。

そこでオペレーショナルアセットとしての不動産再生を図るとともに、「プライベートエクイティ投資」
をテーマとした新しい事業領域進出を目的として株式会社ヴィエント・クリエーションを子会社化するこ
とといたしました。

⑵　買収する会社の名称、事業内容等
①　商号　　　　　　　　株式会社ヴィエント・クリエーション
②　事業内容　　　　　　カプセルホテルの運営業
③　規模（平成28年６月期）

資本金　　　　　　　50,000千円

⑶　株式取得の時期
平成29年１月31日

⑷　取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率
①　取得株式数　　　　　1,000株
②　取得価額　　　　　　541,000千円
③　取得後の持分比率　　100％

⑸　取得資金の調達
取得資金は、金融機関からの借入により充当しております。

45

個別注記表



株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

招
集
ご
通
知

2017/02/28 20:59:11 / 16250877_株式会社ビーロット_招集通知（Ｃ）

連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成29年2月17日

株式会社　ビーロット
取締役会　御中

東　陽　監　査　法　人
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 田 　 嗣 也 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 里 　 直 記 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 本 　 直 也 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ビーロットの平成28年１月１
日から平成28年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
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監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社ビーロット及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成29年２月17日
株式会社　ビーロット

取締役会　御中
東　陽　監　査　法　人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 田 　 嗣 也 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 里 　 直 記 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 本 　 直 也 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ビーロットの平成28年
１月１日から平成28年12月31日までの第９期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以 上
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監査役会の監査報告
監査報告書

当監査役会は、平成28年１月１日から平成28年12月31日までの第９期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

⑵各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境
の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び事業所に
おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を
受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

２．監査の結果
⑴事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

⑵計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶連結計算書類の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年２月20日
株 式 会 社 ビ ー ロ ッ ト 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役
（社外監査役） 岡 本 康 裕 ㊞
社 外 監 査 役 田 代 宏 樹 ㊞
社 外 監 査 役 波 光 史 成 ㊞

以　上
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事業内容と強み

不動産経営にかかわるサービスを
ワンストップで富裕層の皆様にご提供しています。

ビ ー ロ ッ ト の 強 み

事業用不動産取引の
豊富な経験と

洗練された専門知識

専門性
多種多様な

不動産プロジェクトを
手がけたことによる
柔軟な創造性

企画力 NetWork
業界内外の

上場企業・富裕層・士業の
広範なネットワーク

不動産投資開発事業
不動産再生

自社で不動産を取得し、リノベーションなど
を行い不動産としての価値向上を図ります。

不動産開発
自社で土地を取得し、ビルやマンションなど
新築の開発を行います。

不動産コンサルティング事業
不動産仲介

富裕層のお客様の売りニーズ、買いニーズ
を叶え、不動産取引を仲介します。

不動産コンサルティング
富裕層の事業承継や相続対策のプランニング
とその実現をお手伝いします。

投資コーディネート
海外富裕層の日本へのインバウンドニーズ
に対して、投資商品の提供を行います。

販売受託
大手デベロッパーから、居住用不動産の販売
を受託し、販売を行います。

不動産マネジメント事業
不動産管理

富裕層のお客様が保有しているビルやマン
ションの資産管理を行います。

不動産ファンド
海外の機関投資家等の資産のアセットマネジ
メントやアドバイザリーを行います。

不動産賃貸
自社がオーナーとなり、テナントにオフィス
や住居を賃貸いたします。

One Stop Service



53

2016年度トピックス

12月 海外投資家へ売却

ホテルコンバージョン案件
IMANO TOKYO

9月 不動産ファンド開始

ミサワホームと共同出資
（合）MBインベストメント1

大型案件成約6月 シンガポール
個人富裕層へ売却

11月 初のホテルコンドミニアム
竣工

特集頁へ

4月 初のM&Aを実施

グループ総勢130名超へ成長

北海道ニセコ町
the kamui niseko

REITブリッジファンドへ売却
取引先多様化

西巣鴨区分店舗
海外戦略に手ごたえ
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～ IMANO TOKYO　商品化の流れ ～
特 集

1Fはレストランへ改修

空きビル取得

2015.1

大規模改修開始
・遵法性確保
・用途変更

2015.4

IMANO TOKYO 
OPEN

2015.11

海外投資家
へ売却

2016.12

取　得　時

外壁はモダンな雰囲気へ塗装

改　修　後

内装はホステルへ
コンバーション



東京都港区赤坂二丁目14番27号
国際新赤坂ビル東館14階
ＴＫＰ赤坂駅カンファレンスセンター　ホール14Ｂ

※  駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場は
ご遠慮くださいますようお願い申し上げます。

第９回
定時株主総会
会場ご案内図

衆議院赤坂
議員宿舎

ホテルグランド
フレッサ赤坂

赤坂
ＡＣＴ
シアター

赤坂
ＢＬＩＴＺ

赤坂
サカス

浄土寺

赤坂Ｂｉｚ
タワー

赤坂ビジネス
プレイス

国際
赤坂ビル

国際新赤坂
ビル西館

赤坂通
郵便局

山王
パークタワー

山王日枝神社

ザ・キャピトル
ホテル東急

東京メトロ銀座線

外
堀
通
り

10番出口

赤坂
駅

溜
池
山
王
駅

サンヨー
赤坂ビル

国際新赤坂
ビル東館

東京メトロ
千代田線

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

■赤　坂　駅（東京メトロ：千代田線５ａ番出口より）直結
■溜池山王駅（東京メトロ：銀座線・南北線10番出口より）徒歩７分交 通




